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序 文

日本国政府は、ミクロネシア連邦政府の要請に基づき、同国のポンペイ州周回道路整備

計画にかかる基本設計調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施しまし

た。

、 。当事業団は 平成14年11月26日から12月30日まで基本設計調査団を現地に派遣しました

調査団は、ミクロネシア政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地

調査を実施しました。帰国後の国内作業の後、平成15年２月21日から３月４日まで実施さ

れた基本設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。

、 、 。終りに 調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し 心より感謝申し上げます

平成15年３月

国 際 協 力 事 業 団

総 裁 川 上 隆 朗



伝 達 状

今般、ミクロネシア連邦におけるポンペイ州周回道路整備計画基本設計調査が終了いた

しましたので、ここに最終報告書を提出いたします。

本調査は、貴事業団との契約に基づき弊社が、平成14年11月25日より平成15年３月24日

までの４ヵ月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、ミクロネ

シアの現状を十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の

枠組みに最も適した計画の策定に努めてまいりました。

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。

平成15年３月

株式会社 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

ミクロネシア連邦

ポ ン ペ イ 州 周 回 道 路 整 備 計 画

基 本 設 計 調 査 団

業 務 主 任 澤 野 邦 彦
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ＡＡＳＨＴＯ ： アメリカ合衆国道路運輸技術協会 (American Association of

State Highway and Transportation Officials)

ＣＢＲ ： ＣＢＲ (California Bearing Ratio)

ＣＳＰ ： コルゲート管（Corrugate Steel Pipe）

ＥＬ ： 標高（Elevation）

ＥＳＡＬ ： 等価単軸荷重 (Equivalent Single Axle Load)

ＦＳＭ ： ミクロネシア連邦 (Federated States of Micronesia)

ＧＤＰ ： 国内総生産 (Gross Domestic Product)

ＰＣ ： プレストレストコンクリート（Prestressed Concrete）

ＰＳＩ ： 供用性指数（Present Serviceability Index）

ＰＳＩＰ ： 公共部門投資計画 (Public Sector Investment Program)

ＰＴＡ ： ポンペイ運輸公社（Pohnpei Transportation Authority）

ＲＣ ： 鉄筋コンクリート (Reinforced Concrete)

ＲＣＰ ： 鉄筋コンクリート管（Reinforced Concrete Pipe）

ＳＮ ： 舗装構造指数 (Structual Number)

ＳＰ ： 鋼管（Steel Pipe）



要     約 
 
 
ミクロネシア連邦は、中西部太平洋カロリン諸島に属し、北緯０°から 14°、東経 135°
から 166°に広がる 298 万㎞２の広大な海域に位置する 607 の島から成る島嶼国であるが、

陸地面積は 701 ㎞２にすぎない。連邦は東側からコスラエ、ポンペイ、チューク、ヤップの

４州で構成されている。ポンペイ州の州都および連邦の首都があるポンペイ島はカロリン

諸島の中で最も大きな島であり、陸地面積は 334 ㎞２、直径約 24 ㎞の円形に近い火山島で

ある。 
 
ミクロネシア国政府は、援助依存体質から自立経済への脱却の必要に迫られており、その

ため、政府組織の規模縮小、民間セクター育成、観光業・水産業の促進による外貨の獲得、

農業振興等、経済改革に努めているが、経済改革を達成するためには、運輸インフラ、特

に道路網の整備が不可欠である。ポンペイ島の道路網は、島を一周する周回道路が中心と

なって構成されており、周回道路は島内唯一の幹線道路として同島の経済活動・市民生活

を支える重要な基礎インフラの一つと位置付けられている。1989 年以降、周回道路の整備

がポンペイ州の道路整備における主要課題となり、年々舗装が進められた結果、2003 年に

予定されている約 4.9 ㎞の舗装を含めれば、全長 78 ㎞のうち、66.2 ㎞が舗装されるに至っ

たが、残りの 11.8 ㎞区間は、地形が急峻で河川を横断する箇所が多く、技術的・財政的理

由でミクロネシア国側による整備が困難であるため、未舗装のまま残されている。そのた

め、未舗装路面の破損、路肩の侵食が進み、通行車輌は低速での走行を強いられており、

安全な走行が困難な状況となっている。 
 
かかる状況の下、ミクロネシア国政府は、ポンペイ島周回道路における未舗装区間のアス

ファルト舗装・排水施設等の整備について我が国に無償資金協力を要請した。 
 
この要請を受けて日本国政府は基本設計調査の実施を決定し、国際協力事業団は平成 14 年

11 月 26 日から 12 月 30 日まで基本設計調査団を現地に派遣し、ミクロネシア国政府関係

者と協議を行うとともに、計画対象地域における調査を実施した。帰国後、現地調査結果

に基づいて最適な事業内容につき基本設計を実施し、その内容をとりまとめて基本設計概

要書を作成した。国際協力事業団は平成 15 年２月 21 日から３月４日まで基本設計概要説

明調査団をミクロネシア国に派遣し、基本設計概要書の説明・協議を行った。 
 
最終的に提案された計画の概要は次のとおりである。 
対象道路  ：ポンペイ島周回道路未舗装区間、総延長 11.772 ㎞ 
横断面構成 ：車道 6.0ｍ（２車線）、路肩 1.2ｍ（両側） 



設計速度  ：50 ㎞／時（延 4.166 ㎞区間）、40 ㎞／時（3.906 ㎞）、30 ㎞／時（3.700 ㎞） 
主要事業内容： 
 

項   目 内 容 ・ 規 模 

拡 幅 ほぼ全線 

路面嵩上げ 冠水区間３ヶ所、総延長500ｍ 土 工 

縦断線形改良 16％を越す急勾配区間、延長340ｍ 

舗 装 全線（11.772㎞） 

架け替え ポンペイ州政府実施中の３橋を除く３橋、橋長20.0ｍ、

7.5ｍ、9.5ｍ 

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄへの

取替え 

３橋 橋 梁 

部分補修 ６橋 

カルバート 
入れ替え15箇所、新設５箇所、継ぎ足し15箇所、補修４

箇所、撤去１箇所 

路面排水施設 練り石積みＵ字型側溝、総延長9,711ｍ 

地下排水施設 盲暗渠、設置区間300ｍ 

法面保護工 練り石積み擁壁、総延長199ｍ 

路面標示 中央線／側線、全長（11.772㎞）および停止線41箇所 

交通標識 速度規制標識34箇所、警告標識56箇所 

ガードレール 総延長840ｍ 

付帯施設 

ガイドポスト 364本 
 
本計画を我が国無償資金協力により実施する場合、実施設計期間は５ヶ月、工事期間は 21.5
ヶ月である。本計画の総事業費は 10.02 億円（日本側負担 9.40 億円、ミクロネシア側 0.60
億円）と見込まれる。 
 
本計画の直接受益者はポンペイ島住民 32,395 人（2000 年）であり、計画実施による効果

は次のとおりである。 
・路面を舗装することにより、走行速度が増加する結果、当該区間（約 11.8 ㎞）の通行所

要時間が現在の約 36 分から約 18 分に短縮する。 
 
 



・現在は砂利道であり、走行可能な状態に保つため、頻繁に路盤材（コーラル材）の補充・

敷き均し・転圧を行う必要があるが、舗装することによりこれらの作業が不要となるた

め、維持管理費が約 1/7 に低減する。 
・現在、道路横断排水施設の容量不足および道路縦断線形不良のため強雨時に冠水する区

間が３箇所（総延長 500m）あるが、これが解消し常時走行可能となる。 
・砂利道の維持管理のために定期的に補充されているコーラル材が不要となり、舗装のた

め一時的に多量にコーラル材を使用することを考えても、将来的にはコーラル材の総消

費量は減少し、コーラル材採取に伴う環境問題が軽減する。また、表土流出によるラグ

ーンの水質汚濁の防止、車両走行による塵埃の減少等、環境保全に貢献する。 
・観光地へのアクセスの向上による観光業の振興、消費地へのアクセスの向上による農業・

水産業の振興等、地域の社会・経済活動の活性化に寄与する。 
 
本計画は、前述のように多大な効果が期待されると同時に、首都や州都との人的・物的移

動の円滑化による地域格差が解消、および島内における社会・経済活動の活性化に広く寄

与するものであることから、我が国無償資金協力により実施することは妥当であると判断

される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理についても、人員、資金ともに十分で

問題ないと考えられる。 
 
計画の効果を十分に発現・持続させるためには、ミクロネシア国政府により維持管理が十

分に行なわれること、特に、排水施設の清掃が重要である。また、自助努力により協力対

象区間以外の舗装済区間のさらなる改良を行い周回道路全体の機能向上を図れば、計画の

効果は更に増大するものと考えられる。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯

1.1 当該セクターの現状と課題

1.1.1 現状と課題

ポンペイ島の道路網は、唯一の幹線道路である周回道路とそれに接続する支線道路で

構成されている。2001年末時点における道路延長は次のとおりである。

・周回道路：舗装区間56.0㎞、未舗装区間22.0㎞、計78.0㎞

・支線道路：舗装区間64.5㎞、未舗装区間不明

1989年以降、周回道路の舗装がポンペイ州の道路整備における主要課題となり、

図1.1.1-1に示すように、年々舗装が進められており、2003年に予定されている約4.9

㎞の舗装を含めれば、残す未舗装区間は約11.8㎞となる。

図 1.1.1-1 周回道路の舗装の進捗

ポンペイ島の道路整備の課題は次のとおりである。

・周回道路を除くすべての道路（支線道路）は周回道路に接続しており、村落間の人

および物の移動はすべて周回道路を介して行われる。支線道路の整備も遅れている

が、周回道路の整備を完成させることが優先課題である。

・周回道路の未舗装区間は、路面の損傷、路肩の侵食等が進み、通行車両は低速での

走行を強いられており、安全な走行が困難な状況となっている。

・周回道路の舗装済区間の走行コンディションはおおむね良好であるが、メインテナ

ンスが不十分であるため、路肩が植生によって盛り上がり、排水不良や視距の低下

を招いたり、排水施設が浸食や土砂堆積を受けて機能が低下したりしている区間が

多い。
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1.1.2 開発計画

1) 国家開発計画

「ミ」国政府は米国との自由連合盟約発効を機に、1985年に経済的自立へ向けての

基盤整備のガイドラインである国家開発計画を策定した。第一次国家開発5ヵ年計

画（1987～1991年）は過渡的かつ再建的期間と位置付け、政府の自立、民間活力の

強化、貨幣経済社会の建設に当てる期間、第二次国家開発5ヵ年計画（1992～1996

年）は持続的経済成長期と位置付け、第一次における開発投資の回収に当てる期間

とした。しかしながら、５ヵ年計画と実際に予算措置できる開発予算との乖離が大

きすぎるため 「ミ」国政府は1995年以降５ヵ年計画の続行を断念し、アジア開発、

銀行の技術協力による指導と連邦経済サミットの創設を経て５ヵ年計画に代わる公

共部門投資計画（Public Sector Investment Program : PSIP）を策定した。

連邦経済サミットは経済改革の基本方針について協議する場として創設されたもの

で、1995／1996年に第一回、1999年に第二回が開催された。第一回サミットでは、

経済を強化するとともに世界経済の変化に対してより弾力的なものにすることを経

済改革の最終段階とするとしたうえで、援助依存体質からの脱却、海外からの開発

資金や投資の多様化、生産部門の規模と競合性の拡大、経済成長による開発の持続

性確保という４つの目標を提起している。第二回サミットでは経済政策を見直し、

拡大するとともに、改革の推進力の一新を図ることが確認された。

公共部門投資計画は主要プロジェクトの実施計画であり、以下の５つを目的とする

ものである。

・経済成長を達成するための投資優先度を確立する。

・調達可能資金との調和を図る。

・将来数年にわたる資金の必要性を確認する。

・連邦政府の経済政策の基本とする。

・自己資金を超える資金必要量を援助期間に明示する。

2) ポンペイ州公共部門投資計画

「ミ」国公共部門投資計画に先立ち、アジア開発銀行の技術協力による支援によっ

てポンペイ州の公共部門投資計画が1996年に策定された。第一期公共部門投資計画

に含まれるプロジェクトは、50万米ドル以上、工期1年以上、詳細調査が必要、別

途援助交渉を必要とするといった主要プロジェクトのみであり、これらのプロジェ

クトがある程度完了する目処がついたときに改めて次の優先プロジェクトを計画す

ることとしている。第１期公共部門投資計画には、14のプロジェクトが挙げられて

おり、その中の１つとして道路建設・維持管理プロジェクトがある。
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3) 道路建設･維持管理プロジェクト

ポンペイ州公共部門投資計画に含まれている道路建設･維持管理プロジェクトは周

回道路の完成（未舗装部分の整備 、支線道路の舗装、および道路維持管理能力向）

上のための組織改革の３つのコンポーネントで構成されており、必要事業費は12.4

、 、百万米ドルと想定されているが 2000年末までの投資額は3.6百万米ドルにすぎず

なお、8.8百万米ドルが必要とされている。

1.1.3 社会経済状況

ミクロネシア連邦およびポンペイ州の主要な社会経済指標を表1.1.3-1に示す。

表 1.1.3-1 主要社会経済指標

ミクロネシア連邦 ポンペイ州

総人口（2000年） 107,008 34,486

就業人口（2000年） 29,175 10,368

就業先 農業／水産業 52.2％ 48.2％

比 率 公務員 25.4％ 23.6％

民間雇用／自営 22.4％ 28.2％

失業人口（2000年） 8,239 1,448

失業率 22.0％ 12.3％

ＧＤＰ（1996年） 181.6百万米ドル 72.0百万米ドル

１人当たりGDP（1996年） 1,709米ドル 2,112米ドル

農業／水産業 19.1％ 12.5％

ＧＤＰ 鉱工業 3.9％ 8.3％

構成比率 サービス業 77.0％ 79.2％

内、政府部門 42.1％ 29.6％

、 、2000年のミクロネシア連邦の人口は107,008人 ポンペイ州の人口は34,486人であり

そのうち約27％（連邦）および30％（ポンペイ州）が就業者人口である。就業者の

約半数が農業／水産業に従事している。公務員の比率は、1994年には36.9％（連邦）

および33.4％（ポンペイ州）であったが、政府部門の縮小を行った結果、2000年には

25.4％（連邦）および23.6％（ポンペイ州）に減少している。失業率は連邦全体では

22.0％であるが、ポンペイ州では12.3％である。
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1996年のポンペイ州の一人当たりＧＤＰは2,112米ドルで、連邦平均の1,709米ドルよ

りやや高い。ＧＤＰのうち、政府部門によるものの比率が高く、連邦全体では42.1％

を占めている。国内の主要産業はバナナ、コプラ等の農業と水産業であるが、ＧＤＰ

に占める割合は、連邦全体で農業16.7％、水産業2.4％にすぎない。

1.2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要

ミクロネシア連邦には鉄道がなく、道路が唯一の陸上交通機関であるが、道路整備水

、 、 。準は低く 産業育成のためにも 距離の延長および舗装率の向上が課題となっている

、 。 、ポンペイ島の道路網は 島を一周する周回道路を中心として構成されている 1987年

我が国の無償資金協力（ポンペイ州道路舗装整備計画）により、道路建設・舗装用機

材の調達が行われ、それを用いて、2001年末までに周回道路78㎞のうち、57.6㎞が舗

装されるに至ったが、残りの約20.4㎞は、未舗装・未整備のまま残されており、その

、 、 、 、ため 路面の損傷 路肩の侵食等が進み 通行車輌は低速での走行を強いられており

安全な走行が困難な状況となっている。このような状況では、当該道路周辺地域と首

都パリキール・州都コロニア間の安全で円滑な人的・物的交流が阻害され、島内の地

域格差を生ずる一因となっている。

このような状況にあって、ミクロネシア連邦はポンペイ州周回道路の未舗装区間の整

備について我が国に無償資金協力を要請した。

その後、当初要請区間約20.4㎞のうち、約3.7㎞がポンペイ州政府の道路建設および

維持管理業務の現業部門であるポンペイ運輸公社によって舗装され、さらに約4.9㎞

が2003年に同公社によって舗装される予定となったため 協力対象区間は残りの約11.、

8㎞に変更された。協力対象区間は、地形が急峻で、河川を横断する箇所が多く、技

術的に困難な区間である。
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1.3 我が国の援助動向

過去に我が国により実施された道路セクターに関連する援助事業を表1.3-1に示す。

表 1.3-1 我が国の道路整備関連ＯＤＡ実績

案 件 名 援助形態 実施年度 供与限度額 案件概要

地方道路網及び 無償 1980 3.00億円 道路建設用機材(ﾀﾞﾝﾌﾟ､ｸﾚｰ
農業用道路網整備計画 1982 3.60億円 ﾝ､低床ﾄﾚｰﾗｰ)の調達

ポンペイ州道路 無償 1987 4.00億円 道路建設・舗装用機材(ﾀﾞﾝ
舗装整備計画 ﾌﾟ､ﾊﾞｯｸﾎｰ､ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗｰ､ｱｽﾌｧ

ﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ､ｱｽﾌｧﾙﾄﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰ
ﾀｰ等)の調達

ヤップ州道路整備計画 無償 2000(詳細設計) 0.49億円 ｾﾝﾄﾗﾙﾔｯﾌﾟ道路(14.4㎞)の
2001/2002(本体) 7.99億円 整備

上表に示すヤップ州道路整備計画と本案件における事業単価（事業費を整備計画延長で

除した単価）に約2,100万円/kmの差異が発生している（ヤップ州道路整備計画：約 5,

900万円/km、本計画：約8,000万円/km 。本計画においてはヤップ州道路整備計画と比）

べ排水構造物 橋梁改修の数量が多大であること および積算時点の為替相場の変動 ヤ、 、 （

ップ州道路整備計画：1US$=\106.79、本計画：1US$=\121.92）の相違点があり、これが

事業単価の差異に直結している。

1.4 他ドナーの援助動向

他ドナーの援助によるポンペイ州における道路セクタープロジェクトは表1.4-1に示

す１件である。

表 1.4-1 他ドナーによる道路整備関連プロジェクト

案 件 名 実施年 金額 援助形態 案件概要

Sokehs Industrial 1994 2百万US$ 50％米国からの 周回道路(ﾊﾟﾘｷｰﾙへのｱｸｾｽ道路との
Park Access Road 無償 交差点から南へ３ﾏｲﾙ区間)の舗装
Project 50％自国資金

連邦および州政府の財政は、米国との自由連合連盟に基づく財政援助（コンパクトマ

ネー）に依存するところが大きく、ポンペイ州における海外援助による道路整備事業

は日本の無償資金協力２件（表1.3-1）と表1.4-1の１件のみで、あとは自国資金で賄

っているとはいえ、自国資金も事実上は米国からの援助部分が大きい。

上記に示す他ドナーによる事業単価は約5,000万円/km（200万US$×121.92円/US$÷3ﾏ

ｲﾙ）である。しかし、当該案件は本計画と比較して舗装のみの事業であること、排水

構造物の整備、橋梁改修が実施されていないこと、ＰＴＡが我が国の無償資金協力に

て調達された建設機械にて実施しているため、建設機械の調達等にかかる費用は発生

していないこと、および工期が本計画の約1/3程度でありこれにかかる経費が縮小さ

れること等の相違がある。事業単価の差異はこれらの相違点によるものである。
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況

2.1 プロジェクトの実施体制

2.1.1 組織・人員

本プロジェクトの実施機関はポンペイ州政府である。また、実施担当は道路建設およ

び維持管理の現業部門であるポンペイ運輸公社（ＰＴＡ：Pohnpei Transportation A

uthority）となる。それぞれの組織図を図2.1.1-1および図2.1.1-2に示す。ＰＴＡの

各セクションの職務は次のとおりである。

技 術

コーラル掘削：コーラル材の採取

建 設：道路・橋梁の建設および維持管理

計 画：測量、道路・橋梁設計、施工管理

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ ：アスファルトプラントの運営

機械修理場：建設機械のメンテナンス・修理

総 務：総務・人事

経 理：経理

図 2.1.1-1 ポンペイ州政府組織図

知 事
副 知 事

直接スタッフ 会計検査官

知事補佐官
民事官
予算官 公社／委員会

経済開発庁
法 務 庁 経 済 庁 運輸ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ庁 社 会 庁 環境保全庁

海外投資庁
法務 農業 公共輸送 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾚｰｼｮﾝ ﾎﾟﾝﾍﾟｲ住宅公社
司法 海洋開発 船舶運営 高齢者 ﾎﾟﾝﾍﾟｲ運輸公社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画・管理 公共事業 女性 選挙管理委員会
青少年 経済計画委員会

教 育 局 医 事 局 土地・天然資源局 公 安 局 財 務 局

総務・教育・特殊教育課 総務・健康計画課 公有地課 警察課 財務課
幼稚園・小学校課 医療サービス課 測地課 矯正・厚生課 税務課
中学校課 健康管理課 森林・海洋保全課 人事・人材育成課

歯科医療課 史跡保全課
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理事会 (6)

長 官 (1) 秘 書 (0)

副長官 (0)

技 術 機械修理場 総 務 経 理
(26) (5) (4)

コーラル掘削 建 設 計 画 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 機械工 総務係 検査員
(3) (65) (6) (9)

Nanisouｻｲﾄ 中部チーム 設 計 Palikirﾌﾟﾗﾝﾄ 熔接工 人事係 会計係Ⅱ 記録係

kepi Rohiｻｲﾄ 東部チーム 監 理 Nanisouﾌﾟﾗﾝﾄ 操作員 警備員 会計係Ⅰ 事務員

Raliapailongｻｲﾄ 極東部チーム ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｴﾝｼﾞﾆｱ Pohnlangasﾌﾟﾗﾝﾄ 運転手 清掃員 給与事務員

西部チーム 測 量 タイヤ整備員

ｶﾙﾊﾞｰﾄ製造ﾁｰﾑ 部品管理員

維持管理チーム

（ ）内は職員数（理事会を除き合計119人）

図 2.1.1-2 ポンペイ運輸公社（ＰＴＡ）組織図
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2.1.2 財政・予算

表2.1.2-1に過去３年間のポンペイ州政府予算を示す。

表 2.1.2-1 ポンペイ州政府予算

（単位：米ドル）

2001年 2002年 2003年

一般運営予算

州 庁 14,846,032 15,137,499 15,308,474

立法府 1,541,722 1,658,997 1,586,389

司法府 616,971 625,474 662,607

会計検査 224,782 259,436 229,878

特定機関 413,650 661,744 563,428

地域開発等助成金 318,664 262,195 294,610

郡 庁 1,940,475 1,940,475 1,995,000

公民活動 250,000 250,000 250,000

小 計 20,152,296 20,795,820 20,890,386

開発投資 2,345,000 7,391,600 5,309,600

合 計 22,497,296 28,187,420 26,199,986

2.1.3 技術水準

ポンペイ運輸公社の建設部門は、４つの建設チーム（中部、東部、極東部、西部 、）

１つのパイプカルバート製造チームおよび１つの維持管理チームで構成されており、

建設チームが道路建設および舗装道路の補修を、維持管理チームが未舗装道路の維持

管理を実施している。

道路建設および維持管理に必要な機材と人員は整っており、一般に、路肩の草刈り、

側溝の清掃等の日常維持管理に不十分な点は見られるものの、ほぼ適切に建設および

維持管理が実施されている。したがって、技術水準は十分に高く、また、本プロジェ

クトでは路肩の草刈りや側溝の清掃が容易な構造としていることもあり、プロジェク

トの実施および完成後の維持管理に問題はないと考えられる。
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2.1.4 既存の施設

プロジェクト対象区間の道路現況および問題点は次のとおりである。

1) 線形および幅員

地形が入り組んでいるため、急カーブ、急坂が多く道路線形は低規格である。プロ

、 （ ）、ジェクト対象区間11.8㎞内に 半径100ｍ未満の急カーブが25箇所 最小半径35ｍ

勾配10％超の急坂が10箇所ある（最急勾配18％ 。幅員も不十分であり、約90％の）

区間が、周回道路の標準幅員8.4ｍ（車道6.0ｍ、路肩1.2ｍ×２）未満である（最小

５ｍ 。）

2) 路面状況

、 。 、西側区間は 河川の玉石を敷並べた敷石路面であり平坦性が極めて悪い ＰＴＡは

定期的に掘削珊瑚を敷き均して維持管理を行っているが、雨によってすぐにポット

ホールが発生し、時間の経過とともに珊瑚材が流失してしまうため、元の敷石路面

に戻ってしまうといったことを毎年のように繰り返している。東側区間は、敷石が

施されておらず、珊瑚材を敷き均した砂利路面であるが、西側区間と同様すぐにポ

ットホールが発生する。さらに、粘性土の上に直接砂利表層が載っているため、雨

による粘性土の泥濘化によって表層と下層の粘性土が混じり合った結果、表層の強

度が低下して轍掘れを起こし、路面の平坦性が損なわれている。東側区間において

も定期的に掘削珊瑚を補給して維持管理が行われているが、損傷と維持管理を毎年

繰り返しているのが現状である。

3) 橋 梁

プロジェクト対象区間には15橋の橋梁が架かっているが、そのうち９橋が、幅員が

不足している、桁下空間不足のため強雨時に流水がオーバフローする、主構造の欠

陥および老朽化により強度が不足している等の問題があり、架け替えを必要として

いる。うち、３橋はポンペイ州政府により架け替え工事が進行中である。
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4) カルバート

プロジェクト対象区間には35箇所にカルバートが設置されている（パイプカルバー

ト34、ボックスカルバート１ 。ほとんどのカルバートの呑吐口には珊瑚塊を使用）

した練り石積みの翼壁もしくは頂版が設置されているが、呑吐口の底部が侵食され

ている場合が多い。パイプカルバートには、コンクリート管（24箇所 、コルゲー）

ト管（９箇所）および鋼管（１箇所）が用いられているが、コルゲート管および鋼

管は老朽化しており、錆の発生が著しい。ボックスカルバート（１箇所）は鉄筋コ

ンクリート製であるが、河川流量に比べて断面が著しく不足しており、洪水の原因

となっている。ほとんどのカルバートは延長が不足しており路肩部を侵している。

また、カルバートが必要であるのに設置されていない箇所が５箇所あり、そこでは

雨水が路側に滞水し、水位が上がると路面を横断している。

5) 冠 水

強雨時に冠水する区間が３箇所ある。冠水区間の概況を表2.1.4-1に示す。

表 2.1.4-1 冠水区間の概況

位 置 距離程 冠水区間延長 頻 度 水 深 冠水時間（ ）

３＋450付近 100ｍ 年１回程度 60㎝ 約半日

６＋200付近 120ｍ ５～10年に１回程度 30㎝ 約３～４時間

17＋000付近 280ｍ 年５～６回程度 10㎝ 約３～４時間

6) 湧 水

Sta.７＋450～Sta.７＋750付近の約300ｍ区間において、路面から地下水が湧き出る

現象が起こっている。これは天候に関係なく年間を通して見られる現象であり、湧

水が路面を流下しガリ侵食を起こしている。
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2.2 プロジェクト・サイト及び周辺の状況

2.2.1 関連インフラの整備状況

1) 道 路

ポンペイ島の道路網は、唯一の幹線道路である周回道路とそれに接続する支線道路

で構成されている。2001年末時点における道路延長は次のとおりである。

・周回道路：舗装区間 56.0㎞、未舗装区間 22.0㎞

・支線道路：舗装区間 64.5㎞、未舗装区間 不明

2) 電 気

Pohnpei Utilities Corporation (PUC)が、ポンペイ島のほぼ全域（無人の中央山岳

部を除く）に供給している。

3) 電 話

FSM Telecommunications Corporationが、ポンペイ島のほぼ全域（無人の中央山岳

部を除く）をカバーし、サービスを提供している。

4) 水 道

（ ） 、Pohnpei Utilities Corporation (PUC)および地方自治体 郡政府 が給水しており

場所によっては、私設水道も使われている。これらにより、中央山岳部を除くポン

ペイ島のほぼ全域がカバーされている。

2.2.2 自然条件

1) 地 形

ポンペイ島は連邦最大の島であり、陸地面積は334・で、直径約24㎞の円形に近い火

山島である。内陸部には500～700ｍ級の山が立ち並ぶ起伏の激しい地形であり（最

高峰はギーネニ山791ｍ 、島内には平地はほとんどない。海岸線には砂浜はほとん）

どなく、主として、干出平底地とマングローブ沼地である。沿岸のリーフの外側は

ラグーン（面積約200・）であり、ラグーンの外周がバリアリーフで囲まれている。

ラグーンには多数の小島があり、それらの多くに砂浜がある。

2) 気 候

ポンペイ島の気候は海洋性熱帯気候であり、年平均気温は約27℃で年間を通じほぼ

一定である。

ポンペイ島は世界有数の多雨地であり、1971年～2000年の30年間の年雨量は最低

3,300㎜、最高6,000㎜、平均4,768㎜である。月別雨量は表2.2.2-1に示すとおりで

あり、乾期と雨期の区別はないが、１月～３月が最も雨量が少なく、４月～５月が

最も多い。年間降雨日は約300日であり、年間最大日雨量は75～385㎜である。湿度

は76～81％である。

表 2.2.2-1 月 別 雨 量

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合 計

1971～2000年の平均 313 268 363 456 488 421 431 413 398 407 404 406 4,768

1971～2000年の最大 153 324 643 513 620 533 331 832 613 430 669 342 6,003

（1976年）
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なお、上記の雨量は沿岸部のものである。雨量は中央の山間部に向かう程増加し、

中心部の年平均雨量は約9,000㎜である。

3) 水文特性

プロジェクト対象地域の水文上の特徴は、地形が急峻で河川勾配が大きいこと、斜

面が樹木に覆われているため保水能力がかなり大きいこと、大河川がなく小河川が

多数あること等である。

2.2.3 その他

本プロジェクトが環境に影響を及ぼす可能性のある項目について考察した結果を

表2.2.3-1に示す。

表 2.2.3-1 環境への影響と対策

以上のように、環境へのマイナスのインパクトは軽微であり、許容される程度である

と考えられる。

項 目 影響の程度と範囲 対応策／緩和策

住民移転／ ・住民移転は発生しない。 ・事前に、州政府が用地取得を完了したこと
用地取得 ・50ﾌｨｰﾄ幅の道路用地が既に確保されており、殆どこの範囲 を確認する。

内に収まるが、一部、拡幅に伴う盛土法面の法尻付近が50
ﾌｨｰﾄ幅を超える箇所があり、その部分の土地を追加取得す
る必要がある（合計1,710㎡ 。）
・州政府が所有者から寄贈を受けるべく交渉を行う。追加用
地は山間部で活用されてはおらず、また、所有者は道路が
改良されることを歓迎するので、協力的である。

交通・ ・道路工事により交通が影響を受ける。 ・工事中、必ず少なくとも１車線の交通路を
生活施設 確保するとともに、交通安全のための施設

および誘導員を配置する。

廃棄物 ・６橋の橋梁および16箇所のｶﾙﾊﾞｰﾄの撤去に伴い、廃棄物が ・できるだけ再利用を行う（容量不足のため
発生する。 取替えられるﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄの再利用、ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ塊の宅地造成時の盛土材としての利用
等 。）
・再利用できない廃棄物はﾃｹｰﾁｯｸ島の埋め立
て処分場に廃棄する。これは公に認められ
た処分場である。

水質汚濁 ・路盤材として約41,000 のｺｰﾗﾙ材を使用する。ﾘｰﾌでコーラ ・州法に則り、採取許可を取得した上で、ポâ
ル材を採掘する際、海洋の水質を汚濁する可能性がある。 ンペイ運輸公社が現在採取している場所で
採掘が許される場所は、州法で定められた14箇所に限定さ 採取する。
れている。当初はもっと多くの場所が許されていたが、 ・採取地の外周堰堤を築堤する際、ｼﾙﾄｽｸﾘｰﾝ
1998年にSouth Pacific Applied Geoscience Commission を使用し、汚濁水の拡散を防止する。
(SOPAC)によりｺｰﾗﾙ材取得に係る環境調査が行われ、その結
果も踏まえ、2000年に州法が改正され、14箇所に限定され
た。さらに、定められた場所であっても、採掘を行うため
には、Pohnpei Public Lands Trust Board of Trusteesの
許可が必要であり、許可は、土地・天然資源局の史跡、森
林、海洋担当各部門、並びに環境保全庁（Enrionmental
Protection Agency:EPA)の審査を経て発行される。
・ただし、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施しない場合は、現道を走行可能な

、 、状態に維持するため 頻繁にｺｰﾗﾙ材を補充する必要があり
それは現在も行われている。年間のｺｰﾗﾙ材の必要量は約
19,000 であり、長期的にみれば(３年以上で)、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄâ

、 。を実施した場合の方が ｺｰﾗﾙ材の消費量はむしろ減少する

- 12 -



第３章 プロジェクトの内容

3.1 プロジェクトの概要

1) 上位目標とプロジェクト目標

「ミ」国政府は、援助依存体質から自立経済への脱却の必要に迫られており、その

ため、政府組織の規模縮小、民間セクター育成、観光業・水産業の促進による外貨

の獲得、農業振興等 経済改革に努めているが、経済改革を達成するためには、運

輸インフラの整備が不可欠である。

ポンペイ島の道路網は、島を一周する周回道路が中心となって構成されており、周回道路

は島内唯一の幹線道路として、同島の経済活動･市民生活を支える重要な基礎インフラの一

つと位置付けられている｡1989年以降、周回道路の舗装がポンペイ州の道路整備における主

要課題となり、年々舗装が進められた結果、2003年に予定されている約4.9㎞の舗装を含め

れば、残す未舗装区間は約11.8㎞となった。未舗装区間は地形が急峻で河川を横断する箇

所が多く、技術的に困難な区間である。

本プロジェクトは、未舗装区間を整備することによって、周回道路の整備を完結させ、当

該道路区間および周回道路周辺の社会経済の発展および地域格差の減少を目標とするもの

である。

2) プロジェクトの概要

本プロジェクトは、上記目標を達成するために周回道路の未舗装区間約11.8kmの整備を行

。 、 、 、うものである これにより 当該道路区間の通行所要時間の短縮 道路維持管理費の節減

、 、 。冠水による通行不能区間の解消 環境保全 観光客の増加等を図ることが期待されている

協力対象事業は、約11.8kmの未舗装区間の道路改修・舗装、橋梁12橋の改築・補修、道路

排水および付帯施設の整備等を行うものである。
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3.2 協力対象事業の基本設計

3.2.1 設計方針

1) 協力対象範囲

「ミ」国側の当初要請内容は、未舗装区間約12マイルの舗装、排水施設の整備、橋梁･カル

バートの修復であったが、現地調査の結果、次のような状況変化が確認された。

・調査対象区間（当初要請区間）の延長は20.385kmであるが、その中の２区間（総延長

3.679km）は近年ポンペイ運輸公社（ＰＴＡ）により舗装されている。

・2003年度予算にて上記2区間の前後（総延長4.934km）をＰＴＡが舗装する予定である。

・同時に、上記区間に位置する老朽橋１橋をＰＴＡが架替える予定である。

・2003年度予算にて、ＰＴＡによる舗装予定区間外に位置する老朽橋３橋をポンペイ州政

府が 架替える予定である。

ＰＴＡによる舗装済および舗装予定区間には６橋の橋梁があり、うち老朽化と幅員不足の

ため架け替えが必要な１橋はＰＴＡにより架け替えられる予定であり、他の５橋は健全な

状態である。また、同区間内のカルバート、側溝等の排水施設の必要最小限の改良は舗装

工事に含まれている。

したがって、本プロジェクトの協力対象範囲は、ＰＴＡによる舗装済および舗装予定区間

を除く11.772㎞の道路整備とし、舗装、橋梁改築（ポンペイ州政府により改築される予定

の３橋を除く）および補修、排水施設および交通安全施設の整備等を含む。協力対象区間

を図3.2.1-1に示す。

舗 装 済

｢ﾐ｣国側舗装予定

協力対象区間

1.333 1.100 8.729 2.776 2.501 3.043

0.903 20.385

-2+235.55 18+149.27

起点距離程 終点距離程

図 3.2.1-1 協力対象区間
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2) セクション区分

交通量および沿道状況を考慮し 調査対象区間を次の２つのセクションに分割する 図3.2.、 （

1-2 。）

・セクション１：起点（Kitti郡側）～Nanpahlap交差点（手前）

・セクション２：Nanpahlap交差点～終点（Madolenihmw郡側）

Nanpahlap交差点

3.336 6.664 2.065 5.277 3.043

セクション１ セクション２

10.000 10.385

舗装済区間

PTA舗装予定区間

協力対象区間

図 3.2.1-2 セクション区分

各セクションの概要を表3.2.1-1に示す。セクション２の方が、セクション１よりも、交通

量、沿道人口、沿道公共施設の数が多く、整備優先度がより高いと判断される。

表 3.2.1-1 各セクションの概要と優先度

セクション１ セクション２

計画交通量 400台/日 900台/日

沿道人口 2,306人 3,270人

沿道主要施設 診療所､学校､教会等 郡庁､保健所､警察､遺跡､

ﾊﾟｲﾛｯﾄ農場､職業訓練校､他多数

優先度 ２ １

3) 計画交通量

計画目標年次を道路整備完了後10年(2014年)とする。過去10年間(1993～2002年)のポンペ

イ州の自動車登録台数の伸び率が年3.0％であったことから、交通量の伸び率を年3.0％と

仮定し、実測した交通量をベースに目標年次における計画交通量を求める。結果を表3.2.1

-2に示す。
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表 3.2.1-2 計画交通量

交通量調査 2002年 2014年 2014年

測定地点 実測交通量 予測交通量 計画交通量

（距離程） (２日間の平均) (伸び率年3.0％)

1+260付近 153台/日 218台/日
ｾｸｼｮﾝ１ 400台/日

7+780付近 269台/日 384台/日

11+290付近 635台/日 905台/日
ｾｸｼｮﾝ２ 900台/日

17+440付近 565台/日 806台/日

4) 道路規格

「ミ」国には独自の道路設計基準は無く、米国のAASHTO(American Association of State

Highway Officials：アメリカ合衆国道路運輸技術協会)に準拠している。AASHTOでは道路

をネットワーク構成上の機能からアーテリアル道路（都市と都市を結ぶ道路 、コレクター）

道路（都市と村落または村落間を結ぶ道路 、ローカル道路（個々の農地等をコレクター道）

路につなぐ道路）の３つに分類している。調査対象道路はコレクター道路に相当する機能

を有していると考えられるため、AASHTOのコレクター道路基準を採用する。但し、土工量

を出来る限り減らすことが事業費の増大と環境問題を回避するために重要であることを考

慮し、必要に応じて部分的にローカル道路基準を適用する。

5) 設計速度

ポンペイ島の地形は大部分が急峻な山岳地であり、平坦部は少ない。周回道路も、地形が

入り組んでいるため小さいカーブが多用され、また、縦断方向の起伏も激しく、山岳地に

位置する道路に分類される。したがって、AASHTOのコレクター道路の山地基準および本計

画の計画交通量に基づいて、標準設計速度を50km/時とする。

ただし、50㎞/時とすると、現道の線形を改良しなければないない区間があり、そこでは、

土工量が増大し、場合によっては、追加用地取得の必要性および環境問題の発生の可能性

も生ずる。これを避けるため、現在の道路線形では標準設計速度を達成できない区間につ

いては、特例値として40km/時または30km/時を採用する。

なお、周回道路の整備済区間における現在の制限速度は、区間によって、30マイル/時（約

48km/時 、25マイル/時（約40km/時 、20マイル/時（約32km/時 、15マイル/時（約24km/） ） ）

時）であり（15マイル/時は学校の前後 、本プロジェクトの設計速度は整備済区間の制限）

速度とほぼ同じである。
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6) 幅 員

周回道路の標準幅員は、ＰＴＡが車道幅20フィート（6.096ｍ 、路肩幅4フィート（1.219）

ｍ）と定めている。また、橋梁の標準幅員は、車道幅20フィート（6.096ｍ 、歩道幅１フ）

ィート10インチ（0.559ｍ）である。道路としての連続性を確保するため、本プロジェクト

ではAASHTO基準値にとらわれることなく、ＰＴＡの標準値を採用し、メートル法に換算し

た上、センチ単位を四捨五入した値を採用する（表3.2.1-3 。）

表 3.2.1-3 幅 員

AASHTOｺﾚｸﾀｰ道路基準 周回道路 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

計画交通量 計画交通量 標準値 採用値
0～400台/日 400～1500台/日

車線幅 道路 橋梁 6.0ｍ 6.0ｍ 6.096ｍ 6.0ｍ（ 、 ）

路肩幅（道路） 0.6ｍ 1.5ｍ 1.219ｍ 1.2ｍ

歩道幅（橋梁） － － 0.559ｍ 0.6ｍ

7) 道路線形

道路線形の改良を行うと、新たな用地取得が必要となるばかりでなく、地形が急峻

であるため、大規模な土工が必要となり、事業費の増加と環境問題の発生を招く。

土工量をできるたけ少なくするため、平面線形、縦断線形とも、現道の線形を保持

することを原則とし、現道の線形では標準設計速度50㎞/時を満足しない箇所につい

ては、設計速度の特例値（40㎞/時または30㎞/時）を適用して対応する。但し、設

計速度30㎞/時の基準を満足しない箇所については、線形改良を行う。なお、周回道

路の整備済区間も同様の方針で設計されている。

表3.2.1-4に線形要素の設計基準を示す。AASHTOコレクター道路の山地基準に準ずることを

原則とするが、設計速度の特例値を適用する区間の縦断勾配については、土工量の増大を

避けるため、AASHTOローカル道路の山地基準を用いる。

表 3.2.1-4 線形要素の設計基準

AASHTOｺﾚｸﾀｰ道路山地基準 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの基準

設 計 速 度 設 計 速 度

50㎞/時 40㎞/時 30㎞/時 50㎞/時 40㎞/時 30㎞/時

最小曲線半径 100ｍ 60ｍ 35ｍ 100ｍ 60ｍ 35ｍ１）

最大縦断勾配 10(14)％ 11(15)％ 12(16)％ 10％ 15％ 16％２）

停止視距 65ｍ 50ｍ 35ｍ 65ｍ 50ｍ 35ｍ

1)：最大片勾配４％
2)：括弧内はﾛｰｶﾙ道路山地基準
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8) 舗 装

「ミ」国においては、アスファルト舗装が一般的に用いられており、周回道路の舗装済区間

もアスファルト舗装が施されている。本プロジェクトにおいても、整合性、施工性、調達性

を考慮して、アスファルト舗装を採用する。

初期耐用年数については、６年、10年、17年の3種類の舗装について20年間のライフサイク

ルコストを比較した結果、最も経済的であると判断される10年を採用する。なお、アスファ

ルト舗装の初期耐用年数は、日本の「アスファルト舗装要綱」でも原則10年とされており、

また 「ミ」国で実施中の「ヤップ州道路整備計画」においても10年で設計されている。、

9) 橋梁改築・補修

橋梁の欠陥は、構造的欠陥と部分的破損に大別される。構造的欠陥には次の３種類

がある。

① 交通機能面…幅員不足（円滑な交通流の妨げとなり交通事故の危険もある）

② 河川条件面…橋長不足／桁下高不足による 河川流出量に対する桁下空間不足 洪、 （

水の原因となる）

③ 構造強度面…主構造の欠陥および老朽化による耐荷力／支持力不足（破壊の危険

がある）

構造的欠陥のある橋梁は架替え、部分的破損のある橋梁は部分補修を計画する。架

替えの場合は、必要橋長および地形条件によって橋梁の架替えまたはボックスカル

バートへの取替えを検討する。

表3.2.1-5に橋梁の現況と本計画における対処方法を示す。
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10) カルバート

カルバートの改修に対する設計方針は次のとおりである。

、 。・水文解析の結果 通水断面が不足していると判断されるカルバートは入れ替える

・錆びが進行しており、残存耐用年数が短いと判断されるコルゲート管は、コンク

リート管に入れ替える。

・カルバートが設置されていないが、設置の必要な箇所（現況では、水が路面を横

断している）にはカルバートを新設する。

・道路が拡幅されることにより、延長が不足するカルバートは継ぎ足しを行う。

・呑口、吐口等に欠陥のみられるカルバートは補修を行う。

・不適切な位置に設置されており、機能していないカルバートは撤去する。

カルバートの改修計画は次のように集約される。

入れ替え：15箇所

新 設：５箇所

継ぎ足し：15箇所

補 修：４箇所

撤 去：１箇所

11) 路面排水

ポンペイ島は世界有数の多雨地であり、舗装の耐久性を保つために適切に路面排水を行う

ことが重要である。

周回道路舗装済区間において、路肩が植生によって盛り上がり、路面よりも高くなったた

めに、雨水が路側に導かれず路面を流下している現象が多く見られる。これを防ぐため、

本プロジェクトにおいては、路肩部を舗装の上層路盤材と同じセメント安定処理路盤とす

るとともに路面高より低くし、路肩表面の侵食防止および植生防止のためにプライムコー

トを施す。

アスファルト舗装の横断勾配は1.5～2.0％が一般的であるが、多雨地であることを考慮し

、 。 、 、て 周回道路では３％が標準値として用いられている 本プロジェクトでも それに準じ

横断勾配を３％とする。また、路肩部もプライムコートを施すので路面部と同じ３％を用

いる。

周回道路では、側溝として、土側溝やＶ字型コンクリート側溝が多く用いられているが、

協力対象区間は縦断勾配が急なため土側溝では侵食を受けやすく、また、Ｖ字型側溝では

広い幅を必要とするため切土量が増加し、道路用地幅も広くなる。侵食を防ぐこと、切土

量を減らすこと、維持管理を容易にすること等を考慮して、本プロジェクトでは、練り石

積みＵ字型側溝を採用する。
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12) 地下排水

協力対象区間のSta.7+450～Sta.7+750付近の約300ｍ区間において、路面から地下水が湧

き出る現象が起こっている。これは天候に関係無く年間を通して見られる現象である。同

様の現象は本調査対象区間の始点の手前約1kmの地点でも見ることができ、アスファルト

表層を通過して水が路面に湧き出ている。このような現象は舗装の路盤強度を著しく低下

させるものであり、地下水の路盤への侵入を防止する必要がある。

本プロジェクトでは、路床部に有孔管を埋設して、路床部の地下水を路側地下に埋設する

排水管に誘導する工法を採用する。この工法は、地下排水施設として一般的に用いられて

、 、いる工法であり 周回道路舗装済区間の上述した箇所とは別の湧水箇所で採用されており

その有効性は確認済みである。

13) 冠水対策

、 。現地調査の結果 協力対象区間内に強雨時に冠水する区間が３箇所あることが確認された

道路が冠水することによって、通行が途絶するだけでなく、道路の損傷を誘発する。路面

の冠水を防止するため、路面を嵩上げするとともに、排水機能を向上させる。表3.2.1-6

に冠水区間の概要と対処方法を示す。

表 3.2.1-6 冠水区間の概要と対処方法

距離程 冠 水 状 況 既存排水施設 対 処 方 法

3+450 ・ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ及びその手 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ 路面の嵩上げ（最大1.1ｍ）

付近 前の路面高の低い地点 2.0ｍ×2.0ｍ、 ｶﾙﾊﾞｰﾄ入替え（ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ、

・水深約60cm 容量不足 4.0ｍ×3.0ｍ２連）

・毎年１回程度

・約半日程度

6+200 ・橋梁架設地点の谷部 橋梁Ｌ＝9.6ｍ、 橋梁架け替え（Ｌ＝20.0ｍ、

付近 ・水深約30cm 橋長および桁下 橋面高1.9ｍ嵩上げ）

・５～10年に一回程度 高不足

・約３～４時間程度

17+000 ・橋梁手前縦断凹部約400 ﾊﾟｲﾌﾟｶﾙﾊﾞｰﾄ３箇 路面高の嵩上げ（最大2.0ｍ）

付近 ｍ区間 所、周辺地盤高 ｶﾙﾊﾞｰﾄ入替え３箇所

・水深約10cm と路面高がほぼ

・毎年５～６回程度 同じでｶﾙﾊﾞｰﾄが

。・約３～４時間程度 機能していない
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14) 交通安全

交通安全施設として、路面標示（中央線、側線、停止線 、交通標識（速度規制標）

識、警戒標識 、ガードレール（盛土高4.0ｍ以上の区間）およびガイドポスト（橋）

梁前後、カルバート位置、河川に隣接した区間）を設置する計画とする。

15) 環境配慮

用地取得･住民移転

周回道路の道路用地幅は、原則として、現道中心線より両側各25フィート、計50フィート

（約15ｍ）であるが、切土法肩および盛土法尻が50フィート幅を超える箇所が存在する。

本プロジェクトにおいても、道路の拡幅にともない、切土・盛土が必要となるが、新たな

用地取得を最小限に押さえ、住民移転を発生させないため、次の方針で設計を行う。

・できるだけ道路線形を変更しない（第7)項参照 。）

・切土・盛土法面が長大となる場合または法面が移転の困難な障害物にあたる場合

は、石積み擁壁を設置して法面長の減少をはかる。

・側溝として、必要幅の小さい練り石積みＵ字型側溝を用い切土量の減少をはかる

（第11)項参照 。）

これらの対策は、土工量の最小化につながり、その結果、計画の実施による周辺環境への

影響範囲を縮小し、かつ負の影響を低減することになる。

工事廃棄物の最小化

現在、島内にある廃棄物の最終処分場は、空港のあるテケーチック島に設けられた埋め立

て処分場のみである。本プロジェクトにおいては、工事廃棄物の発生を最小化する方策と

して、土工量の最小化、発生材の再利用等を考慮する。

水質汚濁の防止

路面排水による水質汚濁を軽減する方策として、練り石積み側溝を用いること、カルバー

トの呑口・吐口を改善すること等を行う。また、工事中の水質汚濁を防止するよう（特に

コーラル材採取時）配慮した計画とする（3.2.4.2章参照 。）

16) 施工性等

現地建設業者・技術者の参画が容易となるよう、できるだけ単純で品質管理の容易な構造

とする。また 「ミ」国側による完成後の維持管理が容易に行える構造とする。、
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3.2.2 基本計画

協力対象事業の主要内容は表3.2.2-1のとおりである。

表 3.2.2-1 協力対象事業の主要内容

項 目 内 容 ・ 規 模

拡 幅 必要に応じ全線を対象とする。

土 工 縦断嵩上げ Sta.３＋450附近、６＋200附近および17＋000付近の３ヶ所
の冠水区間、総延長500ｍ。

縦断線形改良 16％を超す急勾配区間、延長340ｍ。

舗 装 全線（11.772㎞ 。）

架け替え 州政府実施予定の３橋を除く６橋。
橋梁の架替え３橋（Ｌ＝20.0ｍ、7.5ｍ、9.5ｍ）およびボッ

橋 梁 クスカルバートへの取替え３橋。

部分補修 ６橋。橋面舗装、鋼桁塗装、高欄補修、橋台翼壁補修。

入れ替え 15箇所

新 設 ５箇所
ｶﾙﾊﾞｰﾄ

継ぎ足し 15箇所

補 修 ４箇所

撤 去 １箇所

路面排水施設 練り石積みＵ字型側溝。
左側5,983ｍ、右側3,728ｍ、計9,711ｍ。

地下排水施設 Sta.7＋450～Sta.７＋750附近の約300ｍ区間。
盲暗渠。

法面保護工 練り石積み擁壁。
法面の長大化を防ぐ必要のある箇所および河川に隣接した区
間、総延長199ｍ

付 帯 路面標示 中央線および側線（全線11.772㎞）および停止線41箇所。
施 設

交通標識 規制標識（速度制限）34箇所および警戒標識（急カーブ、急
勾配、学校あり）56箇所。

ガードレール 盛土高4.0ｍ以上の区間、総延長840ｍ

ガイドポスト 橋梁前後、カルバート前後および河川に隣接した区間、
計364本。
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3.2.2.1 道路設計

(1) 幾何構造設計基準

本基本設計で採用した幾何構造設計基準を表3.2.2-2に示す。

表 3.2.2－2 幾何構造設計基準

参照基準 本計画の基準 備 考

AASHTOｺﾚｸﾀｰﾛｰﾄﾞ（山地）

日交通量（台） 計画日交通量（台）

0～400 400～2,000 400(ｾｸｼｮﾝ1)、900(ｾｸｼｮﾝ2)

設計速度 30km/時 50km/時 標準50km/時、

特例値40､30km/時

日交通量（台）

0～400 400～1,500

車道幅 6.0m 6.0m 6.0m 周回道路標準値

路肩幅 0.6m 1.5m 1.2m 周回道路標準値

設計速度（km/時） 設計速度（km/時）

50 40 30 50 40 30

最小曲線半径 100m 60m 35m 100m 60m 35m AASHTO基準

(片勾配４％)

最大縦断勾配* 10(14)% 11(15)% 12(16)% 10% 15% 16% AASHTO基準(標

準設計速度の場

合ｺﾚｸﾀｰﾛｰﾄﾞ、

特例設計速度の

場合ﾛｰｶﾙﾛｰﾄﾞ)

停止視距 65m 50m 35m 65m 50m 35m AASHTO基準

車線数 ２車線 ２車線 周回道路標準値

横断勾配 1.5～2.5%(ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装) ３％ 周回道路標準値

＊： ）はﾛｰｶﾙﾛｰﾄﾞ基準値（

(2) 横断構成

設計方針および幾何構造設計基準に基づいて計画した標準断面を図3.2.2-1に示す。
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図 3.2.2-1 標 準 断 面 図

曲線部の片勾配は、設計速度が低いこと、沿道住民の生活道路であることを考慮し、最大

４％とする。

軟弱地盤上に盛土を行う区間では、盛土による圧密沈下を防ぐため、上層1.0ｍを良質土

で置き換える。また、既存盛土に腹付け盛土を行う場合は、滑り沈下を防ぐために、段切

りを行ったのちに敷き均し、転圧を行う。

ポンペイ島は世界でも屈指の多雨地であることから、路肩部の侵食および植生を防止する

、 。 、 、ため 路肩にプライムコートを施す また 施工直後の盛土法面の侵食･崩壊を防ぐため

自然に植生に覆われるまでの短期的措置として長大な法面に筋芝工を行う。

(3) 平面線形

道路平面線形は、現道に沿って線形要素を与える形で設計した。その結果、標準設計速度

（50km/時）に対する最小曲線半径（R=100ｍ）を満たさず、特例値（40km/時、30㎞/時）

を使用する曲線部が25箇所生じた。その詳細を表3.2.2-3に示す。

一般区間

片勾配／石積み擁壁区間

表土剥ぎ

筋芝工

プライムコート

段切り

良質土置換え

盛土
表層 t=5cm
(アスファルトコンクリート)

上層路盤 t=15cm
(珊瑚材セメント安定処理)

下層路盤 t=15cm, 20cm

(珊瑚材)

側溝
(珊瑚材練り石積み)

プライムコート

ｶﾞー ﾄﾞﾚー ﾙ/ｶ ｲ゙ﾄ ﾎ゙ﾟｽﾄ

盛土

石積み擁壁

(珊瑚材)

石積み擁壁
(珊瑚材)

表層 t=5cm

(アスファルトコンクリート)

上層路盤 t=15cm
(珊瑚材セメント安定処理)

下層路盤 t=15cm, 20cm
(珊瑚材)
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表 3.2.2-3 設計速度特例値を使用する曲線部

IP No. 距 離 程 曲線半径

IP 12 １＋131 Ｒ＝90ｍ

IP 17 １＋561 Ｒ＝60ｍ

IP 23 ２＋384 Ｒ＝90ｍ

IP 24 ２＋493 Ｒ＝80ｍ

IP 29 ３＋015 Ｒ＝80ｍ

IP 30 ３＋210 Ｒ＝35ｍ

IP 31 ３＋289 Ｒ＝40ｍ

IP 33 ３＋632 Ｒ＝60ｍ

IP 37 ４＋002 Ｒ＝60ｍ

IP 38 ４＋063 Ｒ＝90ｍ

IP 42 ４＋365 Ｒ＝70ｍ

IP 46 ４＋735 Ｒ＝70ｍ

IP 49 ５＋034 Ｒ＝90ｍ

IP 71 ７＋849 Ｒ＝50ｍ

IP 74 ８＋497 Ｒ＝35ｍ

IP 75 ８＋540 Ｒ＝60ｍ

IP 77 ８＋655 Ｒ＝80ｍ

IP 81 ９＋203 Ｒ＝80ｍ

IP 82 ９＋407 Ｒ＝70ｍ

IP 112 15＋151 Ｒ＝60ｍ

IP 115 15＋387 Ｒ＝80ｍ

IP 116 15＋571 Ｒ＝60ｍ

IP 125 17＋151 Ｒ＝60ｍ

IP 126 17＋355 Ｒ＝50ｍ

IP 131 18＋008 Ｒ＝70ｍ

(4) 縦断線形

道路縦断線形は、現道路面高に舗装厚分を嵩上げすることを基本として設計した。但し、

縦断勾配が16％を超える区間１箇所と、冠水区間３箇所については縦断線形の改良を行っ

た。表3.2.2-4に縦断線形改良区間を示す。

表 3.2.2-4 縦断線形改良区間

距離程 距離 現況 改良内容

3+400～3+500 100m 毎年冠水、水深60cm 路面高嵩上げ、最大1.1m

4+740～5+080 340m 16%を越す急勾配 縦断勾配を16.0％に緩和

6+130～6+250 120m 5～10年に一回冠水、水深30㎝ 橋面高嵩上げ、最大1.9m

16+820～17+100 280m 毎年5～6回冠水、水深10cm 路面高嵩上げ、最大2.0m

標準設計速度（50km/時）に対する最大縦断勾配（10％）を満たさず、設計速度の特例値

（40km/時、30km/時）を適用した急勾配区間を表3.2.2-5に示す。
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表 3.2.2-5 設計速度特例値を使用する急勾配区間

距離程 距 離 勾 配

3+820～3+990 170m 12.20%

3+990～4+180 190m 13.65%

4+740～5+080 340m 16.00%

5+930～6+130 200m 12.50%

6+250～6+370 120m 13.80%

6+500～6+600 100m 14.73%

6+725～6+915 190m 13.95%

7+040～7+170 130m 10.70%

7+410～7+560 150m 14.20%

15+240～15+340 100m 10.40%

(5) 設計速度の特例値を適用する区間

平面線形および縦断線形により、設計速度の特例値（40㎞／時、30㎞／時）を適用

する区間を表3.2.2-6に示す。

表 3.2.2-6 設計速度の特例値を適用する区間 (1/2)

設計速度決定要因
距 離 程 設計速度

平 面 線 形 縦 断 線 形 *

１＋100～１＋585 40km/時 １＋131 IP12、R=90ｍ
(許容速度40km/時)

１＋561 IP17、R=60ｍ
(許容速度40km/時)

２＋335～３＋035 40km/時 ２＋384 IP23、R=90ｍ
(許容速度40㎞/時)

２＋493 IP24、R=80ｍ
(許容速度40km/時)

３＋015 IP29、R=80ｍ
(許容速度40km/時)

３＋035～４＋240 30km/時 ３＋210 IP30、R=35ｍ 3+820～3+990 I=12.20%
(許容速度30km/時) 凸K=4(許容速度30km/時)

３＋289 IP31、R=40ｍ 3+990～4+180 I=13.65%
(許容速度30km/時) 凸K=4(許容速度30km/時)

３＋632 IP33、R=60ｍ 凹K=5(許容速度30km/時)
(許容速度40km/時)

４＋002 IP37、R=60ｍ
(許容速度40km/時)

４＋063 IP38、R=90ｍ
(許容速度40km/時)

４＋240～４＋720 40km/時 ４＋365 IP42、R=70ｍ
(許容速度40km/時)

４＋720～５＋100 30km/時 ４＋735 IP46、R=70ｍ 4+740～5+080 I=16.00%
(許容速度40km/時) 凹K=4(許容速度30km/時)

５＋034 IP49、R=90ｍ
(許容速度40km/時)
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表 3.2.2-6 設計速度の特例値を適用する区間 (2/2)

設計速度決定要因
距 離 程 設計速度

平 面 線 形 縦 断 線 形 *

５＋900～６＋440 40km/時 5+930～6+130 I=12.50%
凹K=8(許容速度40km/時)
6+250～6+370 I=13.80%
凹K=8(許容速度40km/時)
凸K=5(許容速度40km/時)

６＋440～７＋875 30km/時 ７＋849 IP71、R=50ｍ 6+500～6+600 I=14.73%
(許容速度30km/時) 凹K=4(許容速度30km/時)

6+725～6+915 I=13.95%
凸K=4(許容速度30km/時)
凹K=7(許容速度30km/時)
7+040～7+170 I=10.70%
凹K=5(許容速度30km/時)
凸K=3(許容速度30km/時)
7+410～7+560 I=14.20%
凹K=4(許容速度30km/時)

８＋485～８＋680 30km/時 ８＋497 IP74、R=35ｍ
(許容速度30km/時)

８＋540 IP75、R=60ｍ
(許容速度40km/時)

８＋655 IP77、R=80ｍ
(許容速度40km/時)

９＋160～９＋828 40km/時 ９＋203 IP81、R=80ｍ
(許容速度40km/時)

９＋407 IP82、R=70ｍ
(許容速度40km/時)

15＋106～15＋605 40km/時 15＋151 IP112、R=60ｍ 15+240～15+340 I=10.40%
(許容速度40km/時) 凸K=9(許容速度40km/時)

15＋387 IP115、R=80ｍ
(許容速度40km/時)

15＋571 IP116、R=60ｍ
(許容速度40km/時)

17＋130～17＋615 30km/時 17＋151 IP125、R=60ｍ
(許容速度40km/時)

17＋355 IP126、R=50ｍ
(許容速度30km/時)

17＋615～18＋149 40km/時 18＋008 IP131、R=70ｍ
(許容速度40km/時)

* 許容速度は、縦断勾配の他に、凸部および凹部のＫ値（縦断曲線長(m)／勾配差(％)）にも影響さ

れる。Ｋ値の許容値は次のとおりである。

設計速度 凸部Ｋ値 凹部Ｋ値

50km/時 10 12

40km/時 ５ ８

30km/時 ３ ４
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3.2.2.2 舗装設計

。舗装設計は米国のAASHTO Guide for Design of Pavement Structures 1993に準拠して行う

(1) 設計条件

舗装設計に使用した設計条件は次のとおりである。

供用期間 ：2005年～2014年の10年間

交通荷重(W ) ：供用期間の18kip等価単軸荷重（ESAL）載荷数。本調査で実施した交通量18

調査結果を基に算出する。

信頼性(R) ：交通荷重および舗装強度が仮定した範囲内となる確率を50％とする（標

準偏差 Ｚ ＝０、荷重および舗装強度の標準誤差Ｓ ＝0.45 。Ｒ Ｏ ）

供用性基準 ：初期供用性指数 P =4.2（AASHO道路試験結果）0

終局供用性指数 P =2.5（幹線道路のAASHTO標準値）t

路床土復元弾性係数(M )：地質調査により得られたCBR値を基に、Ｍ ＝1,500×CBRとしてR Ｒ

算出する。

舗装の層係数 ：アスコン表層 a =0.3901

上層路盤（ｾﾒﾝﾄ安定処理路盤） a =0.1452

下層路盤（掘削珊瑚材） a =0.1083

排水係数 ：上層路盤 m =0.92

下層路盤 m =0.83

(2) 交通荷重（Ｗ ）１８

2002年日交通量（交通量調査結果）に基づき、交通量伸び率を年3.0％、荷重係数

（１台あたりの18Kip等価単軸荷重数）を下表のように仮定し、2005～2014年の累

積18Kip等価単軸荷重数（Ｗ ）を求める。結果は表3.2.2-7のとおりである。１８

表 3.2.2-7 交通荷重（片側車線）

車 種 2002年日交通量 2005年日交通量 荷重 2005年ESAL数 Ｗ18(2005～2014年)

ｾｸｼｮﾝ1 ｾｸｼｮﾝ2 ｾｸｼｮﾝ1 ｾｸｼｮﾝ2 係数 ｾｸｼｮﾝ1 ｾｸｼｮﾝ2 ｾｸｼｮﾝ1 ｾｸｼｮﾝ2

乗用車 56 131 61 143 0.003 67 157 768 1,797

ﾜｺﾞﾝ/ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟ 38 83 42 91 0.023 349 761 3,996 8,728

小型バス 10 24 11 26 0.063 251 603 2,880 6,913

大型バス 22 45 24 49 0.366 3,211 6,569 36,816 75,306

トラック 12 14 13 15 1.547 7,404 8,638 84,896 99,027

合 計 138 297 151 324 11,282 16,728 129,356 191,771
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(3) 所要舗装構造指数

AASHTO Guideのたわみ性舗装の基本公式によって、必要な舗装構造指数（SN）を求める。

結果は表3.2.2-8のとおりである。

表 3.2.2-8 所要舗装構造指数

セクション1 セクション2

累積18kip等価単軸荷重載荷数(W ) 129,356 191,77118

標準偏差(Z ) 0 0仮 0

標準誤差(S ) 0.45 0.450

供用性指数差(△PSI＝Ｐ －Ｐ ) 1.7 1.7定 ｏ ｔ

路床土復元弾性係数(M ) 7,500 6,750R

所要舗装構造指数(SN) 1.981 2.206

(4) 舗装構造

島内で生産できる骨材は、島の北端の山腹より採掘する玄武岩と環礁から採掘するコーラ

ル材であるが、生産コストおよび運搬距離等を考慮して、玄武岩はアスコン表層のみに使

用し、路盤材にはコーラル材を用いる。コーラル材は下層路盤材としては適しているが、

上層路盤材としては強度に欠けるのでセメント安定処理を行った上で上層路盤に用いる。

舗装構造を次のとおりとする。

アスコン表層 5cm アスコン表層 5cm

上層路盤 15cm 上層路盤 15cm

(セメント安定処理) (セメント安定処理)

下層路盤 15cm 下層路盤 20cm

(コーラル材) (コーラル材)

セクション1 セクション2

舗装構造指数は表3.2.2-9のとおりである。

表 3.2.2-9 舗装構造指数

層係数 排水係数 セクション１ セクション２

(a) (ｍ) 厚さ、ｲﾝﾁ(D) SN＝aDm 厚さ、ｲﾝﾁ(D) SN＝aDm

ｱｽｺﾝ表層 0.390 － 1.969 0.768 1.969 0.768

上層路盤 0.145 0.9 5.906 0.771 5.906 0.771

下層路盤 0.108 0.8 5.906 0.510 7.874 0.680

合 計 2.049 2.219

いずれも必要とされる値を上まわっている。
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3.2.2.3 橋梁設計

本計画では、３橋の架け替え、３橋のボックスカルバートへの取り替え、６橋の部分

補修を行う（表3.2.1-5参照 。）

(1) 橋梁の架け替え

本計画で採用した設計条件は次のとおりである。

・設計荷重：AASHTO HS-20-44（ポンペイ州標準）

・震度：0（ポンペイ州標準）

・設計洪水位：既往最高洪水位（50年確率に相当）

・桁下余裕：0.0m（流木による損壊の恐れが低いため）

架け替え橋の設計の概要は以下のとおりである。

Load Powe橋(No.5橋)

橋長 ：20.0m

現橋は河川幅を絞って架けられているため、新橋は、河川幅に合わせた橋

長とする。

支間割 ：１スパン

河川中央部で水深が深くなっており、河川流況からみて橋脚の設置が望ま

しくないことを考慮し、１スパンとする。

上部工形式：RC単純T桁橋

RC桁とPC桁の２案が考えられるが、プレストレスを導入する設備が現地に

無いので、RC桁がより経済的である。

設計洪水位：現橋面上0.3ｍ（E.L. 55.8ｍ）

現地聞き取り調査および水文解析の結果に基づき設定した。

橋面高 ：現橋面上1.94ｍ（E.L. 57.44ｍ）

桁下余裕を0.0ｍとし、設計洪水位を桁下高とした。

橋台形式 ：RC逆T式

計画河床面より1.0ｍ下げた位置をフーチング上面とする。橋台高さは7.56

ｍとなる。この高さの場合、RC逆T式が最も経済的である。

橋台基礎 ：杭基礎（木杭）

支持層となる砂礫層は計画橋面高より約10ｍ下に位置している。橋台高さ

を低く押さえるために杭基礎を採用する。必要杭長は2.3ｍである。地下水

位よりも低い位置にあるため腐食の恐れはほとんどない。
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Pilen Enipos橋(No.8橋)

橋長 ：7.5ｍ

河川が道路を斜めに横断しているが、河積断面を犯さない橋長とする。

支間割 ：1スパン

橋長が短いので、１スパンとする。

上部工形式：RC単純床版橋

支間長が短いので、RC単純床版橋が最も経済的である。

設計洪水位：現橋面下1.2ｍ（E.L. 101.9ｍ）

現地聞き取り調査および水文解析の結果に基づき設定した。

橋面高 ：現橋面上0.4ｍ（E.L. 103.51～103.57ｍ）

取付部の道路が新規舗装によって現況より0.4ｍ高くなることを考慮して設

定した。

橋台形式 ：RC重力式

支持層が浅い位置にあり橋台高さは4.5ｍとなる。RC重力式が最も経済的で

ある。

橋台基礎 ：直接基礎

支持層となる砂礫層が現河床から浅い位置にあるので、直接基礎とする。

Sapwalap II橋(No.20橋)

橋長 ：9.5ｍ

現況河川が現橋位置でＵ字形に蛇行している。河道を上流側流入位置と下

流側流下位置をむすぶ線に沿って移動させる。そのうえで、上下流側の河

岸位置に合わせた橋長とする。

支間割 ：1スパン

橋長が短いので１スパンとする。

上部工形式：RC単純床版橋

支間長が短いので、RC単純床版橋が最も経済的である。

設計洪水位：現橋面下0.5ｍ（E.L. 55.7ｍ）

現地聞き取り調査および水文解析の結果に基づき設定した。

橋面高 ：現橋面上0.4ｍ（E.L. 56.58ｍ）

取付部の道路が新規舗装によって現況より0.4ｍ高くなることを考慮して設

定した。

橋台形式 ：RC重力式

支持層が比較的浅い位置にあり橋台高さは5.0ｍとなる。RC重力式が最も経

済的である。
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橋台基礎 ：直接基礎

支持層となる砂礫層が現河床から比較的浅い位置にあるので、直接基礎と

する。

(2) ボックスカルバートへの取り替え

3.2.2.4章参照。

(3) 部分補修

次の部分補修を行う。

Sounkiroun橋（No.2橋） ：橋面舗装、鋼桁塗装、高欄設置

Rehntu橋（No.3橋） ：橋面舗装、鋼桁塗装、高欄設置

Meinwel橋（No.4橋） ：橋面舗装、鋼桁塗装、高欄設置

Nan Wow橋（No.6橋） ：橋面舗装、高欄補修

Lehn Diadi I橋（No.16橋 ：橋面舗装、高欄設置、翼壁補修）

Lehdau橋（No.18橋） ：橋面舗装

3.2.2.4 カルバート設計

(1) 設計条件

本基本設計で採用した設計条件を以下に示す。

降雨強度 ：５年確率

流出量算出式：合理式を使用する。

流出係数 ：集水域の地形により0.50～0.75とする。

流入時間 ：キルピッチの推定式を使用して推定する。

通水断面 ：開口断面の80％とする

許容流速 ：2.0m /ｓ程度を標準とする3

流速算出式 ：マニング式を使用する

粗度係数 ：既製ｺﾝｸﾘｰﾄ管0.013、現場打ちｺﾝｸﾘｰﾄ0.015とする。

(2) 整備計画

3.2.1(10)に述べた方針に従って、入れ替え、新設、継ぎ足し、補修、撤去を計画する。

カルバートの呑口、吐口には、上下流側の状況に合わせて集水桝、直壁、翼壁、水叩き、

蛇籠、捨石を設置する。

カルバート整備計画を表3.2.2-10に示す。整備方法別箇所数は、継ぎ足し15箇所、入れ替

え15箇所、新設５箇所、補修４箇所、撤去１箇所であり、その他に橋梁をボックスカルバ

ートに入れ替える箇所が３箇所ある。
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表 3.2.2-10  カルバート整備計画(橋梁のカルバートへの入替えを含む) 

現況 整備後

No. 距離程 構造物 * 流出量 整備方法 新構造物 * 容量 呑口 吐口 備考

1 1+407 1-φ900 CSP 0. 54 入れ替え 1-φ900 RCP 1. 04 直壁 直壁 ｺﾙｹ゙ ﾄー入れ替え

2 1+629 2-φ450 RCP 0. 66 継ぎ足し 1. 27 集水桝 直壁/段落し

3 1+967 1-φ600 RCP 0. 77 継ぎ足し 0. 76 直壁 翼壁/水叩 滞水

4 2+117 1-φ550 RCP 0. 91 入れ替え 2-φ900 RCP 2. 08 直壁 翼壁/水叩 2. 0%勾配

5 2+197 2-φ450 RCP 1. 23 継ぎ足し 0. 75 直壁 直壁/段落し No4に流下

6 2+410 1-φ550 RCP 0. 63 継ぎ足し 0. 74 翼壁 翼壁/水叩

7 2+650 2-φ600 RCP 3. 12 入れ替え 3-φ900 RCP 3. 12 翼壁/水叩 翼壁/水叩 3. 5%勾配

8 2+709 1-φ550 RCP 0. 20 継ぎ足し 1. 11 集水桝 直壁

9 3+196 3-φ600 RCP 3. 32 入れ替え 1-2. 0×1. 5 Box 4. 78 翼壁/水叩 翼壁/水叩 吐口側捨石

10 3+360 0. 36 新設 1-φ900 RCP 1. 04 集水桝 直壁

11 3+510 1-2. 0×2. 0 Box 58. 00 入れ替え 2-4. 0×3. 0 Box 74. 3 翼壁/水叩 翼壁/水叩 0. 3%勾配

12 3+652 2-φ600 RCP 0. 44 補修 2. 23 集水桝 翼壁/段落し 呑吐口補修

12A 4+200 0. 52 新設 1-φ900 RCP 1. 04 集水桝 翼壁/段落し

13 4+294 2-φ600 RCP 0. 65 継ぎ足し 2. 33 集水桝 翼壁/水叩

13A 4+360 0. 58 新設 1-φ900 RCP 1. 04 直壁 直壁

14 4+552 2-φ600 RCP 0. 19 補修 1. 55 直壁 直壁 呑吐口補修

15 4+631 3-φ600 RCP 2. 93 入れ替え 3-φ900 RCP 3. 12 翼壁/水叩 翼壁/水叩 3. 5%勾配

16 4+699 1-φ1, 800 CSP 3. 78 補修 10. 32 翼壁/水叩 翼壁/水叩 吐口側捨石

17 5+386 2-φ600 RCP 1. 18 継ぎ足し 1. 87 直壁 翼壁/水叩

18 5+672 1-φ600 RCP 2. 20 入れ替え 2-φ900 RCP 2. 34 翼壁 翼壁/水叩 斜角30度、 3. 5%勾配

19 5+827 1-φ550 RCP 0. 15 継ぎ足し 0. 6 集水桝 直壁/段落し 斜角20度

20 6+045 2-φ550 RCP 0. 25 継ぎ足し 2. 39 集水桝 直壁

21 6+496 2-φ600 RCP 1. 75 継ぎ足し 2. 44 翼壁/水叩 翼壁/水叩

22 6+918 1-φ1. 80×1. 10 CSP 6. 95 入れ替え 1-2. 0×2. 0 Box 8. 45 翼壁/水叩 翼壁/水叩 0. 2%勾配、 呑口側捨石

23 7+044 2-φ450 CSP 0. 40 入れ替え 1-φ900 RCP 1. 04 直壁 直壁 ｺﾙｹ゙ ﾄー入れ替え

23A 7+860 0. 42 新設 1-φ900 RCP 1. 04 集水桝 直壁

24 8+220 2-φ600 RCP 2. 27 補修 2. 33 翼壁/水叩 翼壁/水叩 呑吐口補修

25 8+324 1-φ550 RCP 0. 36 継ぎ足し 0. 36 直壁 直壁

BR#7 8+511 Akahk BR. 12. 00 入れ替え 1-3. 0×3. 0 Box 14. 4 翼壁/水叩 翼壁/水叩

26 8+703 1-φ900 RCP 0. 19 継ぎ足し 1. 51 集水桝 直壁

27 8+977 1-φ550 RCP 0. 47 継ぎ足し 0. 91 直壁 翼壁/水叩

28 9+249 1-φ550 RCP 0. 55 継ぎ足し 0. 75 集水桝 直壁

29 9+434 1-φ600 RCP 0. 65 継ぎ足し 1. 13 直壁 翼壁

30 9+654 1-φ630 SP 3. 44 入れ替え 3-φ900 RCP 3. 51 直壁 翼壁/水叩 3. 0%勾配

32 16+123 機能し ていない 0. 00 撤去 0

33 16+277 1-φ600×450 CSP 0. 37 入れ替え 1-φ900 RCP 1. 04 集水桝 直壁 ｺﾙｹ゙ ﾄー入替、 1. 0%勾配

BR#17 16+415 Pi hs BR. 9. 00 入れ替え 1-3. 0×3. 0 Box 14. 4 翼壁/水叩 翼壁/水叩

34 16+815 2-φ1, 000 CSP 0. 67 入れ替え 2-φ600 RCP 0. 86 直壁 直壁 ｺﾙｹ゙ ﾄー入れ替え

35 16+903 2-φ600×450 CSP 0. 84 入れ替え 1-φ900 RCP 1. 04 翼壁 翼壁 ｺﾙｹ゙ ﾄー入れ替え

36 17+000 2-φ600×450 CSP 0. 40 入れ替え 1-φ900 RCP 1. 04 直壁 直壁 ｺﾙｹ゙ ﾄー入れ替え

37 17+820 0. 19 新設 1-φ600 RCP 1. 04 集水桝 石積擁壁 吐口河川

BR#21 17+938 Sapwal ap I  BR. 21. 00 入れ替え 2-3. 0×3. 0 Box 28. 8 翼壁/水叩 翼壁/水叩

38 18+092 1-φ900 CSP 0. 29 入れ替え 1-φ900 RCP 1. 04 直壁 直壁 ｺﾙｹ゙ ﾄー入れ替え

* CSP： コ ルゲート 管

RCP： コンク リ ート 管

SP： 鋼管
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3.2.2.5 路面排水設計

3.2.1 11)に述べた方針に従い、路面排水施設として、練り石積みＵ字型側溝を用いる。ま

た、側溝の流末における侵食を防止するため、うなぎ止めと捨石を設置する。

1) 設計条件

降雨強度：３年確率

継続時間：10分

流出量算出式：合理式を使用する。

流出係数：0.80（舗装路面）

流速算出式：マニング式を使用する。

粗度係数：0.025（石積み）

2) 設置計画

側溝の設置箇所を表3.2.2-11に示す。

設置箇所の総延長は左側5,983ｍ、右側3,728ｍ、合計9,711ｍである。
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表 3.2.2-11 側溝設置箇所

左 側 右 側

距離程 延長 距離程 延長

始 終 L(m) 始 終 L(m)

1+230 1+270 33.5 1+185 1+270 85.0

1+510 1+770 257.5 3+940 4+080 137.0

2+015 2+090 75.0 4+470 4+515 45.0

2+220 2+240 20.0 4+865 5+345 480.0

2+285 2+460 173.9 5+386 5+525 138.0

2+510 2+595 78.5 5+725 5+800 75.0

2+660 2+680 20.0 5+920 6+178 248.5

2+735 2+833 98.0 6+300 6+430 130.0

2+840 2+890 50.0 6+530 6+810 280.0

3+020 3+108 88.0 7+160 7+250 90.0

3+345 3+390 42.7 7+480 7+764 284.0

3+675 4+275 597.7 8+600 8+625 25.0

4+400 4+425 25.0 8+760 8+977 216.4

4+552 4+602 48.4 9+038 9+175 131.0

4+860 5+190 330.0 9+480 9+654 155.9

5+450 5+555 105.0 9+720 9+828 84.0

5+720 5+800 80.0 15+180 15+280 100.0

5+860 6+178 315.2 15+325 15+370 45.0

6+300 6+475 175.0 15+410 15+445 35.0

6+530 6+570 40.0 15+480 15+649 169.0

6+610 6+725 115.0 15+725 15+775 50.0

6+950 7+035 85.0 15+900 16+000 97.0

7+135 7+220 85.0 16+320 16+360 40.0

7+480 7+760 277.0 16+460 16+530 70.0

7+764 7+840 70.5 16+610 16+780 170.0

8+025 8+092 67.0 17+180 17+230 50.0

8+340 8+495 155.0 17+322 17+460 126.0

8+512 8+675 163.0 17+525 17+696 171.0

8+703 8+977 266.8

9+038 9+654 605.0

9+760 9+828 68.0

15+130 15+160 30.0

15+255 15+555 293.5

15+740 15+768 28.0

16+150 16+235 85.0

16+340 16+400 54.0

16+440 16+530 90.0

16+605 16+795 183.0

17+133 17+228 89.5

17+322 17+400 72.0

17+490 17+696 199.5

17+760 17+860 98.0

17+890 17+934 44.0

17+960 18+060 97.3

18+140 18+149 9.0

小 計 5,983.5 小 計 3,727.8
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2.2.6 地下排水設計3.

Sta.7＋450～Sta.7＋750付近の湧水区間において、地下水が路盤に浸透することを防止する

。 、 、ため地下排水施設を設ける 横断地下排水溝として 路盤の下にφ150mmの有孔管を設置し

フィルター材で保護する。横断地下排水溝は、道路に縦断勾配があるため、道路横断方向に

対し斜めに設置する。また、路側の側溝の下に、φ300mmの有孔管をフィルター材で囲んだ

縦断地下排水溝を設置し、横断地下排水溝からの水を流末まで導く。図3.2.2-2に地下排水

施設の概略を示す。

図 3.2.2-2 地下排水施設

周回道路の整備済区間でも、類似の地下排水施設の施工実績があり、その有効性は確認済み

である。

3.2.2.7 付帯施設設計

(1) 擁 壁

切土、盛土法面が長大となる場合、法面が移転の困難な障害物にあたる場合、および路側

に平行して河川が流れている区間に、石積み擁壁を設置する。表3.2.2-12に擁壁の設置箇

所を示す。石積み擁壁の総延長は199ｍである。
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表 3.2.2-12 石積み擁壁設置箇所

距離程 左右 延長 高さ 用途

右 20m 1.5m 盛土法止め3+760～3+780

4+965～4+990 左 25m 2.5m 切土法止め

4+965～4+990 右 25m 2.5m 切土法止め

6+195～6+230 左 35m 2.5m 盛土法止め、墓地を避けるため

6+230～6+245 左 15m 3.0m 盛土法止め、家屋を避けるため

15+622～15+649 左 27m 2.0m 河川護岸

15+658～15+675 右 17m 3.0m 河川護岸

17+815～17+850 右 35m 1.0m 河川護岸

(2) 路面標示および交通標識

路面標示として、中央線、側線、取り付け道路側停止線を設ける。中央線および側線は全

線に設置し、停止線は周回道路と交差する支線道路41箇所に設置する。

交通標識は 交通安全上必要なもの すなわち 規制標識 速度制限 および警戒標識 急、 、 、 （ ） （

カーブ、急勾配、学校あり）のみとし、設置方法は路側式とする。設置箇所数は、規制標

識34箇所、警戒標識56箇所である。

(3) ガードレールおよびガイドポスト

、 。走行車輌の路外逸脱防止のために 盛土高が４ｍを超える区間にガードレールを設置する

また、橋梁の前後、カルバートの設置箇所および河川に隣接する区間に視線誘導のためガ

イドポストを設置する。

ガードレールおよびガイドポストの設置区間を表3.2.2-13に示す。ガードレールの総延長

は840ｍ、ガイドポストの総本数は364本である。
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表 3.2.2-13 ガードレールおよびガイドポスト設置位置

ガードレール
左 側 右 側

距 離 程 延長 距 離 程 延長
4+730～4+790 60ｍ 2+910～2+930 20
6+230～6+290 60ｍ 3+590～3+610 20
6+470～6+510 40ｍ 3+630～3+670 40
6+830～6+910 80ｍ 3+750～3+790 40
7+370～7+410 40ｍ 4+150～4+170 20
7+430～7+450 20ｍ 4+190～4+210 20

5+810～5+890 80
6+230～6+290 60
6+470～6+510 40
6+830～6+950 120
7+070～7+090 20
7+250～7+290 40
7+330～7+350 20

ガイドポスト
距 離 程 左右 本数 備 考

1+407 左右 4 カルバート位置
1+437～1+476 左右 16 橋梁前後（No.2 Br）
1+629 左右 4 カルバート位置
1+842～1+868 左右 16 橋梁前後（No.3 Br）
1+967 左右 4 カルバート位置
2+117 左右 4 カルバート位置
2+197 左右 4 カルバート位置
2+410 左右 4 カルバート位置
2+650 左右 4 カルバート位置
2+709 左右 4 カルバート位置
2+823～2+850 左右 16 橋梁前後（No.4 Br）
3+196 左右 4 カルバート位置
3+360 左右 4 カルバート位置
3+510 左右 4 カルバート位置
3+652 左 2 カルバート位置
4+200 左 2 カルバート位置
4+294 左右 4 カルバート位置
4+360 左右 4 カルバート位置
4+552 左右 4 カルバート位置
4+631 左右 4 カルバート位置
4+699 左右 4 カルバート位置
5+386 左右 4 カルバート位置
5+672 左右 4 カルバート位置
5+827 左 2 カルバート位置
6+045 左右 4 カルバート位置
6+169～6+205 左右 16 橋梁前後（No.5 Br）
6+918 左 2 カルバート位置
7+044 左右 4 カルバート位置
7+418～7+428 左右 8 橋梁前後（No.6 Br）
7+860 左右 4 カルバート位置
8+220 左右 4 カルバート位置
8+324 左右 4 カルバート位置
8+511 左右 4 カルバート位置
8+703 左右 4 カルバート位置
8+977 左右 4 カルバート位置
9+021～9+049 左右 16 橋梁前後（No.8 Br）
9+249 左右 4 カルバート位置
9+434 左右 4 カルバート位置
9+654 左右 4 カルバート位置
15+600～15+620 左 5 河川隣接
15+639～15+668 左右 16 橋梁前後（No.14 Br）
15+876～15+911 左右 16 橋梁前後（No.15 Br）
16+019～16+079 左右 16 橋梁前後（No.16 Br）
16+277 左右 4 カルバート位置
16+415 左右 4 カルバート位置
16+815 左右 4 カルバート位置
16+903 左右 4 カルバート位置
17+000 左右 4 カルバート位置
17+108～17+143 左右 16 橋梁前後（No.18 Br）
17+301～17+332 左右 16 橋梁前後（No.19 Br）
17+686～17+716 左右 16 橋梁前後（No.20 Br）
17+820 左右 4 カルバート位置
17+830～17+920 右 19 河川隣接
17+938 左右 4 カルバート位置
18+092 左右 4 カルバート位置
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(4) 交差道路および沿道施設への取付

周回道路と交差する支線道路および路側に位置する家屋・公共施設への取付を行う。交差

道路および沿道施設の重要性に応じて、取付方法をタイプＡ～Ｃの３種類に分類する｡タ

イプＡおよびタイプＢでは隅切り部を設けるが、タイプＣでは設けない。また、取付部分

を側溝が横断している場合はコンクリート管もしくは側溝に蓋を設置して路側排水を確保

する。

交差道路および沿道施設への取付計画の概要を表3.2.2-14に示す。

表 3.2.2-14 交差道路および沿道施設への取付計画

タイプ 箇所数 隅 切 取付部横断排水

タイプＡ 2 Ｒ＝10ｍ ｺﾝｸﾘｰﾄ管、総延長16.0ｍ

タイプＢ 39 Ｒ＝３ｍ ｺﾝｸﾘｰﾄ管、総延長185.5ｍ

タイプＣ 92 なし 蓋付側溝、総延長324.0ｍ
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3.2.3 基本設計図
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